
令和４年度

介護保険事業概要

本 庄 市





　　 　　

○ 介護保険事業の概要 1

１　介護保険事業 1
２　事務機構 1
３　介護保険の対象者 2
４　要介護認定の種類とサービス 3
５　本庄市の要介護認定者数 4
６　介護保険の保険料 4
７　介護保険により受けられるサービスの種類 5
８　介護保険による地域支援事業 8

○ 本庄市介護保険運営協議会 11

１　委員名簿 11
２　令和４年度の開催状況 11

○ 本庄市介護認定審査会 12

１　委員名簿 12
２　令和４年度の開催状況 12

○ 本庄市地域包括支援センター運営協議会 13

１　委員名簿 13
２　令和４年度の開催状況 13

○ 本庄市高齢者虐待防止ネットワーク会議 14

１　委員名簿 14
２　令和４年度の開催状況 14

○ 本庄市介護保険料の収納状況 15

１　令和４年度　介護保険料　調定額及び収納額 15

２　介護保険　保険料段階別賦課人員 15

目　　次



○ 令和４年度　介護保険特別会計　決算概要 16

歳入 16
歳出 17

○ 令和４年度　介護給付費の状況 18

○ 令和４年度　地域支援事業費の状況 20

○ 令和４年度　本庄市介護保険給付準備基金の状況 21



1

２

介護保険事業の概要

介護保険事業

事務機構(令和５年４月１日現在)

（１）介護保険課　　　　

区　　　　分 人　数 業　　　　務　　　　内　　　　容

課長 １ 名 課の総括

介護業務係 ８ 名

(1)　介護保険事業計画に関すること。
(2)　介護保険制度の啓発普及に関すること。
(3)　介護保険被保険者証に関すること。
(4)　介護保険被保険者台帳の管理に関すること。
(5)　介護保険給付に関すること。
(6)　介護予防給付に関すること。
(7)　介護保険料の賦課収納に関すること。
(8)　介護保険運営協議会に関すること。
(9)　地域密着型サービス事業所の指定及び指導に関すること。
(10)　指定居宅介護支援事業所の指定及び指導に関すること。
(11)　その他介護保険に関すること。
(12)　課の庶務に関すること。

介護審査係 ５名
(1)　介護認定に関すること。
(2)　介護認定審査会に関すること。

　平成１２年４月にスタートした介護保険制度は、３年を１期とした事業期間を７期経過し、令和３年度から第
８期介護保険事業に入りました。平成１８年度（第３期）には制度開始５年後の見直しにより、介護予防の考
え方が取り入れられ、介護予防給付の創設、地域包括支援センターの設置等を行うとともに、地域密着型
サービスの創設などの改正が行われました。また、平成２４年度（第５期）には、制度開始後１０年目の見直
しが行われ、高齢者の増加による重度の要介護者、医療ニーズの高い高齢者、高齢者のみの世帯の増加
などの状況に対応して、医療・介護・予防・住まい・生活支援の５つのサ-ビスを切れ目なく提供する「地域包
括ケアシステム」の実現を図ることが定められました。
　日本の高齢者人口は増加を続けており、団塊の世代が７５歳以上となる令和７年、団塊ジュニア世代が６５
歳以上となり現役世代が急減する令和２２年に備えることが必要と言えます。令和３年度からの第８期では、
平成３０年度の改正により加えられた地域共生社会の理念について、その実現を図るため、地域住民の多
様化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な福祉サービス提供体制を整備する視点から市町村の包括
的な支援体制の構築の支援、地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進、
医療・介護のデータ基盤の整備の推進、介護人材確保及び業務効率化の取組の強化、社会福祉連携推進
法人制度の創設等の措置を講じるとする改正が行われました。
　本市の介護保険事業は、令和５年度から福祉部の介護保険課、高齢者福祉課、生活支援課及び市民生
活部の支所市民福祉課が担当しています。高齢者包括支援係が介護保険課から高齢者福祉課に組織変更
となりました。
　また、日常生活圏域を概ね中学校通学区域に設定し、各圏域ごとに地域包括支援センターが中心となり、
身近な相談を含めた包括的支援事業や、要支援認定者への介護予防ケアマネジメントを行い、地域で暮ら
す高齢者を介護、福祉、保健、医療など総合的に支援しています。
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（２）高齢者福祉課

区　　　　分 人　数 業　　　　務　　　　内　　　　容

課長 １ 名 課の総括

長寿いきがい係 ３ 名 (1)　家族介護への支援に関すること。

高齢者包括支援係 ６ 名

(1)　高齢者の地域包括ケアに関すること。
(2)　介護予防・生活支援サービス事業に関すること。
(3)　一般介護予防事業に関すること。
(4)　地域包括支援センターに関すること。
(5)　地域包括支援センター運営協議会に関すること。
(6)　包括的・継続的ケアマネジメント支援に関すること。
(7)　在宅医療・介護連携推進事業に関すること。
(8)　生活支援体制整備事業に関すること。
(9)　認知症総合支援事業に関すること。
(10)指定介護予防支援事業所の指定及び指導に関すること。
(11)　その他地域支援事業に関すること。　

（３）生活支援課

区　　　　分 人　数 業　　　　務　　　　内　　　　容

課長 １ 名 課の総括

福祉総合支援係 ３ 名
(1)　地域包括支援センターにおける相談支援に関すること。
(2)　高齢者の虐待防止及び権利擁護に関すること。
(3)　成年後見の市長申立てに関すること。

（４）支所市民福祉課

区　　　　分 人　数 業　　　　務　　　　内　　　　容

課長 １ 名 課の総括

福祉係 ２ 名

(1)　介護保険給付の申請に関すること。
(2)　介護保険被保険者証等の発行及び交付に関すること。
(3)　介護保険認定の申請に関すること。
(4)　介護保険料の収納に関すること。

（５）地域包括支援センター

事　　業　　所　　名 所　在　地

本庄西地域包括支援センター　本庄市社会福祉協議会 本庄市銀座１丁目１番１号

本庄東地域包括支援センター　安誠園 本庄市本庄３丁目１番２１号

本庄南地域包括支援センター　シャローム　 本庄市今井１２５１番地１

児玉地域包括支援センター　 本庄市児玉町金屋１３０２番地１

介護保険の対象者

　介護保険は、原則４０歳以上の全国民が加入し、制度を支え合っています。
　６５歳以上の人は、第１号被保険者となります。
　４０～６４歳までの人で医療保険に加入している人は、第２号被保険者となります。

第１号被保険者 第２号被保険者

年　　齢 ６５歳以上の人 ４０～６４歳までの人

サービスを受けられ
る人

原因を問わず、日常生活に介護や支
援が必要となった場合に、認定を受
ければ、サービスが利用できます。

加齢による病気（特定疾病）が原因で、介護や
支援が必要となった場合に、認定を受ければ
サービスが利用できます。

保険料の負担
本庄市が徴収します。
（年金天引、納付書又は口座振替）

勤務先の健康保険や国民健康保険などの医療
保険料と一緒に納付します。
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※住民基本台帳

人
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（１）本庄市の介護保険対象者数 令和５年４月１日現在

年 齢 階 層 対 象 者 数 備　　　　　考

　　　　　第１号被保険者（６５歳以上） 22,649 　高齢化率 29.2 

　　　　　第２号被保険者（４０～６４歳） 26,907 

　　　　　　　　　　　総　 人 　口 77,473 

（２）住所地特例対象者数 令和５年４月１日現在

対 象 者 数 備　　　　　考

住所地特例者 214 本庄市民であった人が市外の施設に入所

他市町村住所地特例者 397 
他市区町村の住民であった人が本庄市内の施
設に入所

※住所地特例とは、施設の多い市区町村の介護保険財政を圧迫しないように、被保険者が他市区町村の施設に入所
等をして施設所在地に住所を変更した場合に、施設所在地の市区町村ではなく、施設に入所等をする前の住所地市区
町村の被保険者となる特例制度です。

要介護認定の種類とサービス

　介護保険のサービスを利用するためには、本庄市役所介護保険課又は児玉総合支所 支所市民福祉課に
申請して、要介護認定を受ける必要があります。

介護度 利用限度額（月額） サービスの内容

要支援１ ５０，３２０円

要支援２ １０５，３１０円

要介護１ １６７，６５０円

要介護２ １９７，０５０円

要介護３ ２７０，４８０円

要介護４ ３０９，３８０円

要介護５ ３６２，１７０円

非該当
介護予防・日常生活支援総合事業を利用できます。
（ただし、介護予防・生活支援サービス事業は、基本チェックリストを受けて対象者と判
定された場合に利用できます。）

介護予防サービス、介護予防・日常生活支援総合事業（介
護予防・生活支援サービス、一般介護予防事業）を利用で
きます。

介護サービスを利用できます。
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　　　　　　　２９１人人 　　　　　　　　７人人 　　　　　　２９８人人

　　　　　　　３８３人人 　　　　　　　　８人人 　　　　　　３９１人人

　　　　　　　８９１人人 　　　　　　　２６人人 　　　　　　９１７人人

　　　　　　　５８９人人 　　　　　　　２３人人 　　　　　　６１２人人

　　　　　　　４６７人人 　　　　　　　２１人人 　　　　　　４８８人人

　　　　　　　４６４人人 　　　　　　　１６人人 　　　　　　４８０人人

　　　　　　　３１２人人 　　　　　　　１３人人 　　　　　　３２５人人

　　　　　３，３９７人人 　　　　　　１１４人人 　　　　３，５１１人人

※介護保険事業状況報告(厚生労働省ホームページ)

※

６
　（１）第１号被保険者(６５歳以上)の介護保険料

※

※

本庄市の要介護認定者数

　本庄市の要介護認定者は、令和５年３月３１日現在で３，８０５人です。
　令和４年３月３１日現在は３，７３７人ですので、１年間で６８人増加しています。

　本庄市の要介護認定者数 　　　  令和５年３月３１日現在

介護度 第1号被保険者（65歳～） 第2号被保険者（40～64歳） 合　　　計

要支援１ 279 6 285 

要支援２ 332 14 346 

要介護１ 1,057 34 1,091 

要介護２ 633 37 670 

要介護３ 447 13 460 

要介護４ 604 22 626 

要介護５ 318 9 327 

計 3,670 135 3,805 

４０～６４歳までの人については、法令に定められた１６項目の特定疾病により介護が必要となった人
が認定対象となります。

介護保険の保険料

所得段階 対象となる方 保険料率
保険料（年額）

令和４年度

第１段階

○生活保護受給者の方
○老齢福祉年金受給者で、世帯全員が市民税非課税の方
○世帯全員が市民税非課税で前年の課税年金収入額と合計所得金額の合計から年金
収入に係る所得を差し引いた額が８０万円以下の方

基準額×０．３０ 　１８，７２０円

第２段階 ８０万円超１２０万円以下の方 基準額×０．５０ 　３１，２００円

第３段階 １２０万円超の方 基準額×０．７０ 　４３，６８０円

第４段階 ８０万円以下の方 基準額×０．９０ 　５６，１６０円

第５段階 ８０万円超の方 基準額×１．００ 　６２，４００円
（基準額）

第６段階 １２０万円未満の方 基準額×１．２０ 　７４，８８０円

第７段階 １２０万円以上２１０万円未満の方 基準額×１．３０ 　８１，１２０円

第８段階 ２１０万円以上３２０万円未満の方 基準額×１．５０ 　９３，６００円

第９段階 ３２０万円以上４００万円未満の方 基準額×１．６０ 　９９，８４０円

第１０段階 ４００万円以上５００万円未満の方 基準額×１．７０ 　１０６，０８０円

第１１段階 ５００万円以上６００万円未満の方 基準額×１．８０ １１２，３２０円

第１２段階 ６００万円以上８００万円未満の方 基準額×１．９０ １１８，５６０円

第１３段階 ８００万円以上の方 基準額×２．００ １２４，８００円

合計所得金額については、租税特別措置法に規定される長期譲渡所得又は短期譲渡所得に係る特別控除を差し
引いた額。
第１号被保険者のうち、市民税が非課税である第１段階から第３段階に該当する方の介護保険料については、本庄
市介護保険条例の規定に基づき軽減が図られています（令和元年度より）。

世帯全員が市民税非課税で前年の課税年金収入
額と合計所得金額の合計から年金収入に係る所得
を差し引いた額が

世帯の誰かに市民税が課税されているが、本人は
市民税非課税で前年の課税年金収入額と合計所
得金額の合計から年金収入に係る所得を差し引い
た額が

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が
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平成21～23年度

H21 H22 H23

第１段階
15,600円

（17,820円）
16,200円

（15,300円）
19,800円 21,000円 21,300円 21,600円  29,400円 27,000円

第２段階
23,400円

（26,730円）
24,300円

（22,950円）
19,800円 21,000円 21,300円 21,600円  29,400円 45,000円

第３段階
31,200円

（35,640円）
32,400円

（30,600円）
29,700円 31,500円 31,950円 32,400円  44,100円 45,500円

第４段階
（特例）

― ― ― 37,800円 38,340円 38,880円  55,860円 ―

第４段階
39,000円

（44,550円）
40,500円

（38,250円）
39,600円 42,000円 42,600円 43,200円  58,800円 54,000円

第５段階
46,800円

（53,460円）
48,600円

（45,900円）
49,500円 46,200円 46,860円 47,520円  73,500円 60,000円

第６段階 ― ― 59,400円 52,500円 53,250円 54,000円  88,200円 72,000円
第７段階 ― ― ― 63,000円 63,900円 64,800円  94,080円 78,000円
第８段階 ― ― ― ― ― ―  99,960円 90,000円
第９段階 ― ― ― ― ― ― 105,840円 90,000円

第１０段階 ― ― ― ― ― ― 111,720円 96,000円
第１１段階 ― ― ― ― ― ― 117,600円 102,000円
第１２段階 ― ― ― ― ― ― ― 108,000円
第１３段階 ― ― ― ― ― ― ― 114,000円
第１４段階 ― ― ― ― ― ― ― 120,000円

平成30～令和２年度

H30 R1 R2

第１段階 27,540円 22,950円 18,360円 18,720円
第２段階 45,900円 38,250円 30,600円 31,200円
第３段階 45,900円 44,370円 42,840円 43,680円
第４段階 55,080円 55,080円 55,080円 56,160円
第５段階 61,200円 61,200円 61,200円 62,400円
第６段階 73,440円 73,440円 73,440円 74,880円
第７段階 79,560円 79,560円 79,560円 81,120円
第８段階 91,800円 91,800円 91,800円 93,600円
第９段階 97,920円 97,920円 97,920円 99,840円

第１０段階 104,040円 104,040円 104,040円 106,080円
第１１段階 110,160円 110,160円 110,160円 112,320円
第１２段階 116,280円 116,280円 116,280円 118,560円
第１３段階 122,400円 122,400円 122,400円 124,800円

　（２）第2号被保険者（４０～６４歳まで）

　 第2号被保険者の保険料は、会社の健康保険や国民健康保険などの保険税に上乗せされて徴収されます。

本庄市国民健康保険 所得割 ２．７％、 均等割 １２，４００円

会社の健康保険など 加入している健康保険組合によって金額が異なります

介護保険により受けられるサービスの種類（令和５年３月３１日現在）

　介護サービスは、介護が必要な人の『要介護度』により月毎の限度額が定められています。
  平成１８年度の制度改正により、要介護（要介護１～５）と認定された方と、要支援（要支援１、２）と認定さ
れた方では使えるサービスが異なります。

（１）要介護１～５の方へのサービス

 ケアプラン作成

介護サービス計画
（ケアプラン）

居宅介護支援事業者の介護支援専門員（ケアマネジャー）と相談して、｢介護
サービス計画（ケアプラン）｣を作ります。

 在宅サービス

訪問介護（ホームヘルプ） ホームヘルパー等が訪問し、排泄・食事の介護などを受けます。

訪問入浴介護  ☆ 移動入浴車が訪問する入浴サービスが受けられます。

訪問看護 ☆ 看護師等が訪問して看護や介護を受けます。

段階
平成12

～14年度
※1

平成15
～17年度

平成18
～20年度

平成24～
　　 26年度

平成27～
　　 29年度

段階 令和３年度

※1 国の特別対策により保険料が、平成12年度は
1/4に、平成13年度は3/4にそれぞれ減額されて
いました。
カッコ内は旧児玉町の保険料額。

※2 消費税率引き上げによる経済的影響を平準化す
るための取組により第1段階から第3段階の保険
料が、令和元年度以降軽減されています。
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 地域密着型サービス

訪問リハビリテーション ☆ リハビリの専門家が訪問してリハビリを受けます。

居宅療養管理指導 ☆ 医師・歯科医師等が訪問し、療養上の管理・指導を受けます。

通所介護（デイサービス） デイサービスセンターで食事・入浴などのサービスが受けられます。

通所リハビリテーション ☆ 施設や病院で日帰りのリハビリテーションが受けられます。

短期入所生活介護 ☆ 老人福祉施設等に短期入所し介護やリハビリなどが受けられます。

短期入所療養介護 ☆ 老人保健施設等に短期入所し医療や介護などが受けられます。

特定施設入居者生活介護 ☆ 有料老人ホーム等に入所している方が受けるサービス（市内になし）

車椅子・特殊ベッド等の福祉用具のレンタルや購入

＊要支援１・２の方、要介護１の方は、貸与できる品目が限られます。

住宅改修費の支給 ☆ 手すりの設置・段差の解消などの住宅改修費の支給

 施設サービス

施設サービス（施設名称） サービス内容 例示(市内事業所)

介護老人福祉施設
(特別養護老人ホーム)

生活介護が中心に行われる施
設

安誠園、トマト村、シャローム、オルトビオス
児玉ホーム

介護老人保健施設
(老人保健施設)

介護やリハビリが中心に行われ
る施設

彩の苑
本庄ナーシングホーム

介護療養型医療施設
(療養型病床等)
※令和６年３月末に廃止が予定され
ています。

介護・リハビリ・その他必要な医
療が受けられる施設

市内該当施設なし

介護医療院
※介護療養型医療施設の転換先と
して位置付けられています。

医療と生活介護が一体的に受け
られる施設

本庄けやき苑

地域密着型サービス サービス内容 例示（市内事業所）

定期巡回・随時対応
型訪問介護看護

介護職員と看護師が密接に連携した定期的
な訪問、利用者の通報や電話などに対して
随時対応するサービス

蛍ケアセンター

夜間対応型訪問介護
夜間の定期的な巡回訪問や通報による随
時訪問を行い、入浴、排せつ、食事等の介
護などを行うサービス

市内該当施設なし

認知症対応型通所介
護 ☆

認知症がみられる要介護者を対象に、デイ
サービスセンター等で「通い」による介護予
防や趣味活動、食事、入浴サービスなどを
提供するサービス

ジャム

小規模多機能型居宅
介護 ☆

通所介護（デイサービス）のような「通い」を
中心とし、要介護者の状態や希望に応じて
随時、「訪問」や「泊まり」を組み合わせて実
施するサービス

しゃくなげ荘・あったかほーむ下野堂・ノエルこだ
ま

看護小規模多機能型
居宅介護（複合型
サービス）

小規模の居住型施設への「通い」、自宅に
来てもらう「訪問」（介護と看護）、施設に「泊
まる」サービスを柔軟に組み合わせて実施
するサービス

市内該当施設なし

認知症対応型共同生
活介護 （グループ
ホーム）★

認知症がみられる要介護者を対象に、家庭
的な雰囲気の中で過ごせる場を提供し、認
知症の症状を和らげるとともに、家族の負
担の軽減を図るサービス

元気村・トマト村・愛の家グループホーム本庄東
台・やまぶき・五感の里本庄早稲田・まごころ・紙
ふうせん・ゆうあい本庄・しゃくなげ荘・ノエル本
庄・四季の丘

（ショート
　ステイ）

福祉用具の貸与・購入費の支給 ☆
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介護予防・日常生活支援総合事業

地域密着型特定施設
入居者生活介護

定員３０人未満の介護専用型有料老人ホー
ム等におけるサービス

グリーンピース

地域密着型介護老人
福祉施設入所者生活
介護

定員３０人未満の小規模な介護老人福祉施
設（特別養護老人ホーム）におけるサービス

四季咲きの杜・千鳥の丘

（２）要支援１・２ の方、介護予防・生活支援サービス事業対象者へのサービス

 ケアプラン作成

介護予防サービス計画（ケアプラン）

介護予防ケアマネジメント（ケアプラン）

介護予防訪問介護相当サービス
ヘルパーが訪問し、洗濯・掃除などの支援を受けま
す。

生活力アップサポートサービス
一定の研修受講者が訪問し、洗濯･掃除などの支援を
行います。

介護予防通所介護相当サービス
デイサービスセンターで生活機能訓練をはじめとする
支援が受けられます。

元気アップサポートサービス
デイサービスセンターで閉じこもり予防･自立支援に資
する支援が受けられます。

訪問･通所 短期集中サポートサービス
保健医療の専門職が訪問及び通所により短期集中的
に関わり生活機能の向上をはかるための支援が受け
られます。

　ただし、要支援１の方は、上記以外に、「（１）要介護１～５の方へのサービス」（P5～7）のうち☆マークのあるサービ
スを利用できます。
　要支援２の方は、上記以外に、「（１）要介護１～５の方へのサービス」（P5～7）のうち☆★マークのあるサービスを利
用できます。

地域包括支援センターの介護支援専門員（ケアマネ
ジャー）等と相談して、ケアプランを作ります。　※介護予
防・生活支援サービス事業対象者は介護予防ケアマネジメントに
なります。

介護予防・生活支援
サービス事業

訪問

通所
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８ 介護保険による地域支援事業

　地域支援事業は、要支援や要介護状態となることを予防するとともに、可能な限り地域で自立した日
常生活を営むことができるよう支援するための事業です。

令和５年３月３１日現在

事　業　区　分 事　　業　　名 実施回数 実人数 延べ人数

介護予防把握事業 地域包括支援センター等からの把握 474 

介護予防出前講座 ※認サポ除く 30 483 

（再掲）フレイル予防教室（出前講座） 10 80 170 

介護予防研修会 2 92 

認知症簡易チェックシステム 2,167 

はにとれサポーター養成講座 6 20 110 

はにとれサポーター（ボランティア）登録 14 

はにぽん筋力トレーニング　 82ヶ所 2,153 2,260 33,070 

市主催　　　　　　　　　(7ヶ所) (314) (270) (7,627)

住民主体　　　　　　　(75ヶ所) (1,839) (1,990) (25,443)

　　本庄西地区　　　　 {20ヶ所} {733} {863} {16,311}

　　本庄東地区　       {13ヶ所} {451} {486} {5,452}

　　本庄南地区       　{14ヶ所} {476} {278} {5,385}

　　児玉地区　          {28ヶ所} {493} {633} {5,922}

はにとれ教室リーダーフォローアップ研修 6 58 111 

はにぽんプラザ（A日程） (2) (20) (39)

はにぽんプラザ（B日程） (2) (28) (52)

セルディ（C日程） (2) (10) (20)

あたまとからだの健康教室 48 85 563 

はにぽんプラザ（第１クール） (8) (15) (116)

児玉公民館（第１クール） (8) (15) (104)

北泉公民館（第２クール） (8) (14) (82)

児玉公民館（第２クール） (8) (12) (78)

はにぽんプラザ（第３クール） (8) (15) (93)

児玉公民館（第３クール） (8) (14) (90)

いきいき教室 44 136 1,104 

はにぽんプラザ（火） (11) (44) (367)

はにぽんプラザ（金） (11) (41) (352)

勤労青少年ホーム (11) (22) (191)

セルディ (11) (29) (194)

はにぽんお口の健康体操実施45ヶ所 1,293 1,180 19,605 

地域包括支援センター運営協議会 2 

連絡会議 12 

意見交換 4 

総合相談（市、地域包括支援センター分） 2,033 2,759 

虐待通報による相談 (67) (82)

消費者被害等相談 (1) (1)

成年後見相談（成年後見サポートセンター） 60 

虐待防止ネットワーク会議 1 

虐待防止コアメンバー会議 2 

介護予防普及啓発事業

地域リハビリテーション活動
支援事業

地域包括支援センターの運営

総合相談･権利擁護事業

一
　
般
　
介
　
護
　
予
　
防
　
事
　
業

地域介護予防活動支援事業

包
括
支
援
事
業
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令和５年３月３１日現在

事　業　区　分 事　　業　　名 実施回数 実人数 延べ人数

本庄ケアマネ会（市全域） 6 

圏域別ネットワーク会議（西地域） 3 

圏域別ネットワーク会議（東地域） 3 

圏域別ネットワーク会議（南地域） 2 

圏域別ネットワーク会議（児玉地域） 1 

他分野の相談支援者との意見交換会 1 

包括的・継続的ケアマネジメント担当者会議 8 

主任介護支援専門員との意見交換会 0 

地域ケア個別会議（4圏域分） 36 

地域ケア個別会議（訪問介護超過分） 0 

地域ケア課題整理会議（４圏域分） 4 

地域ケア推進会議（市全域） 1 

地域ケア会議打合せ会議 0 

認知症サポーター養成講座（一般） 13 313 313 

認知症サポーター養成講座（小学生） 12 570 570 

認知症サポーター養成講座（中学生） 6 718 718 

認知症サポーター養成講座（幼児） 11 231 231 

認知症サポーターステップアップ講座 3 13 37 

認知症サポーター（ボランティア）登録 10 

介護マーク 0 0 

介護者教室 7 96 

認知症家族の会 11 21 62 

住宅改修支援事業 1 1 

成年後見市長申立 4 4 

成年後見制度利用支援事業 2 2 

認知症個別相談会 57 6 6 

オレンジカフェ 116 1,075 

認知症地域支援ケア向上検討会議 12 

キャラバン・メイト交流会 1 15 15 

本庄市キャラバン・メイトの会 5 

認知症サポーター意見交換会 4 68 

初期集中支援チーム検討委員会 1 

初期集中支援の実施（訪問等） 0 

初期集中支援チーム情報共有会議 1 3 3 

初期集中支援チーム意見交換会 1 

認知症普及啓発イベント 1 878 

生活支援サポーター養成講座 5 9 38 

生活支援サポータースキルアップ講座 1 28 28 

生活支援サポーター（ボランティア）登録 6 

生活支援コーディネーター意見交換会 1 

協議体（市全域） 18 

協議体（日常生活圏域） 16 

第2層協議体交流会 1 9 9 

生活支援コーディネーター研修 7 

スーパーへの移動支援（社会福祉法人公益事業） 35 155 155 

市民ポプラサロン（畑サロン） 4 21 43 

地域ケア会議

包

括

支

援

事

業

包括的継続的ケアマネジメン
ト事業

地域生活・成年後見支援事業

認知症地域支援・ケア向上事業

生活支援体制整備事業
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令和５年３月３１日現在

事　業　区　分 事　　業　　名 実施回数 実人数 延べ人数

在宅医療・介護連携推進協議会（郡市） 2 23 44 

入退院調整ルールを事業所に再周知 72事業所 72事業所

ICＴを活用したミニ講座 10 

ＡＣＰ研修 1 18 18 

多職種連携を考える会（開催・開催支援） 2 80 80 

医療・介護関係者の研修会（開催支援） 1 76 76 

わたしの連絡先カード 1,181 1,181 

在宅医療担当課長会議 2 

拠点・市町担当者会議 7 

在宅医療・介護連携担当者会議 21 

普及促進 81 4,243 

介護者交流会（リフレッシュ事業） 37 

認知症高齢者見守り事業（GPS） 2 

認知症高齢者見守り事業（QRコード） 15 

介護用品（紙おむつ）の支給 1,487 

家族介護支援事業

包

括

支

援

事

業

在宅医療・介護連携推進事業
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１

２

本庄市介護保険運営協議会

委員名簿
　　　　　　　　　令和４年６月１日現在

各 号 委 員 職　名 氏　　　　名 摘　　　　　　要

第１号委員　　【５名】
　　識見を有する者

委　員 　巴　高志 　市議会議員

副会長 堀口　伊代子 　市議会議員

委　員 境野　和男 　本庄市自治会連合会

委　員 萩原　輝幸 　本庄市自治会連合会

委　員  木　秀夫 　本庄市民生委員・児童委員協議会

第２号委員　　【３名】
　　保健医療関係者

会   長 髙橋　 雄 　本庄市児玉郡医師会

委　員 薗部　光一 　本庄市児玉郡医師会

委　員 竹内　　靖 　本庄市児玉郡歯科医師会

第３号委員　　【３名】
　　福祉関係者

委　員 太田　行信 　本庄市介護支援専門員連絡会

委　員 大屋　正信 　本庄市社会福祉協議会

委　員 金井　安枝 　社会福祉法人　宥和

第４号委員　　【３名】
　　被保険者

委　員 須藤　成光 　本庄市老人クラブ連合会

委　員 山形　やよゐ 　公募(第１号被保険者）

委　員 五十嵐　清美 　公募(第２号被保険者）

第５号委員　　【１名】
　　費用負担関係者

委　員 平木　哲也 　健康保険組合代表

令和４年度の開催状況

開　催　期　日 出席委員数 協　　　議　　　事　　　項　　　等

令和4年5月24日 １４名

１．本庄市第１０次高齢者福祉計画及び第９期介護保険事業
　　計画の策定について
２．地域密着型サービス事業者公募について
３．地域密着型サービスについて

令和4年11月4日 １１名

１．本庄市第１０次高齢者福祉計画及び第９期介護保険事業
　　計画の策定について
２．介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調
　　査等の実施について
３．地域密着型サービスについて
４．本庄市の現状について

令和5年2月7日 １５名

１．介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調
　　査の回収状況について
２．団体アンケート案について
３．事業所アンケート案について
４．地域密着型サービス事業者の公募結果について
５．地域密着型サービスについて
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１

２

回

審査内訳（申請の種類及び件数）

件

件

件

件

件計 2,943

介護申請 149

変更申請 370

更新申請 1,462

新規申請 962

委　員 関根　達也 介護支援専門員等

令和４年度の開催状況

開催回数 133

委　員 金井　安枝 介護支援専門員等

委　員 進藤　清司 介護支援専門員等

委　員 横田　清二 介護老人保健施設職員等

委　員 赤沼　文子 介護支援専門員等

委　員 高橋　雅彦 柔道整復師

福  祉
【７名】

委　員 太田　行信 介護老人福祉施設職員等

委　員 須藤　豊一 介護老人福祉施設職員等

保  健
【４名】

委　員 赤沼  香代子 看護師

委　員 大沢  由美子 看護師

委　員 恒屋　昌一 理学療法士（ＰＴ）

委　員 中林　靖雄 歯科医師

委　員 内田　聡子 薬剤師

委　員 木村  眞純 歯科医師

委　員 竹内   靖 歯科医師

委　員 竹田　吉宏 医　師

委　員 本間  宏之 医　師

委　員 清水　由紀夫 医　師

委　員 薗部　光一 医　師

委　員 木村　臣良 医　師

委　員 倉林　京児 医　師

医　師

副会長 高橋  公男 医　師

委　員 飯塚  明男 医　師

区　　分 職　名 氏　　　　　名 摘　　　　　　　　要

医  療
【１４名】

会   長 髙橋　 雄 医　師

副会長 富沢　峰雄

本庄市介護認定審査会

委員名簿
　　　　　　　　　令和４年６月１日現在
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１

２

令和4年8月12日 ７名
１．令和３年度地域包括支援センター事業実績報告について
２．令和４年度地域包括支援センター事業計画について
３．介護予防支援等委託事業所について

令和5年3月10日 １１名

１．本庄市地域包括支援センター運営方針（案）について
２．令和４年度の市及び地域包括支援センターの事業評価に
　　ついて
３．介護予防支援等委託先事業所等について

令和４年度の開催状況

開　催　期　日 出席委員数 協　　　議　　　事　　　項　　　等

第６号委員　【２名】

委　員  木　秀夫 本庄市民生委員・児童委員協議会

委　員 江原　裕美 本庄市社会福祉協議会

第５号委員　【２名】

委　員 伊藤　友吉 介護保険被保険者（第１号）

委　員 五十嵐　清美 介護保険被保険者（第２号）

第２号委員　【１名】 副会長 富沢　峰雄
児玉圏域介護サービス事業者連絡協
議会

第３号委員　【１名】 委　員 太田　行信
埼玉県老人福祉施設協議会　児玉支
部

委　員 金井　安枝 本庄市介護支援専門員連絡会

委　員 恒屋　昌一 埼玉県理学療法士会

第１号委員　【５名】

会　長 髙橋　 雄 本庄市児玉郡医師会

委　員 高橋　公男 本庄市児玉郡医師会

委　員 竹内　靖 本庄市児玉郡歯科医師会

本庄市地域包括支援センター運営協議会

委員名簿
　　　　　　　　　令和４年６月１日現在

区　　分 職　名 氏　　　　　名 摘　　　　　　　　要
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１

２

令和5年2月13日 １５名 令和４年度高齢者虐待の状況について

山田　　剛 本庄市福祉部長

令和４年度の開催状況

開　催　期　日 出席委員数 協　　　議　　　事　　　項　　　等

群馬　正敏 本庄東地域包括支援センター安誠園

新井　　守 本庄南地域包括支援センターシャローム

須藤　豊一 児玉地域包括支援センター

小山　　勲 埼玉県北部福祉事務所

原品　文雄 さいたま地方法務局

山田　智美 本庄西地域包括支援センター本庄市社会福祉協議会

飯野　清則 熊谷人権擁護委員協議会本庄部会

髙柳　明弘 本庄警察署

福島　　正 児玉警察署

大屋　正信 本庄市社会福祉協議会

中嶋　優大 在宅介護支援センター

富沢　峰雄 児玉圏域介護サービス事業者連絡協議会

大塚　　進 本庄市老人クラブ連合会

茂木　　聡 本庄市自治会連合会

薗部　光一 本庄市児玉郡医師会

本庄市高齢者虐待防止ネットワーク会議

委員名簿
　　　　　　　　　令和４年６月１日現在

委 員 氏 名 選 出 団 体 ・ 機 関

奈良　　進 本庄市民生委員・児童委員協議会
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1

　元年度
以前

　２年度

　３年度

２

　 （単位：人）

第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 第５段階 第６段階 第７段階 第８段階 第９段階 第１０段階 第１１段階 第１２段階 第１３段階

生活保護 世帯課税 世帯課税 本人課税 本人課税 本人課税 本人課税 本人課税 本人課税 本人課税 本人課税

老齢福祉年金 本人非課税 本人非課税 合計所得金額 合計所得金額 合計所得金額 合計所得金額 合計所得金額 合計所得金額 合計所得金額 合計所得金額

世帯非課税

８０万円以下
１２０万円以下 １２０万円超 ８０万円以下 ８０万円超 ～１２０万円未満 ～２１０万円未満 ～３２０万円未満 ～４00万円未満 ～５00万円未満 ～６00万円未満 ～８00万円未満 ８００万円以上

特別徴収 2,319 1,420 1,284 2,249 3,126 3,509 2,838 1,224 365 216 102 127 251 19,030 84.7%

普通徴収 1,221 346 196 466 165 409 277 159 37 52 24 24 67 3,443 15.3%

合 　計 3,540 1,766 1,480 2,715 3,291 3,918 3,115 1,383 402 268 126 151 318 22,473 100.0%

構成比率 15.8% 7.9% 6.6% 12.1% 14.6% 17.4% 13.9% 6.1% 1.8% 1.2% 0.5% 0.7% 1.4% 100.0%

 ・年金の受給額が年間１８万円以上の方は、年金から天引きされます。

 ・天引き対象の年金は、老齢基礎年金、老齢（退職）年金、遺族年金、障害年金です。

 ・老齢基礎年金、老齢（退職）年金、遺族年金、障害年金の受給額が、年間１８万円未満の方

 ・受給している年金が、老齢福祉年金、寡婦年金、農業者年金などの方

 ・当年度に、６５歳になられた方

 ・当年度に、本庄市に転入、又は本庄市から転出された方

 ・その他、所得額の変更などにより介護保険料額が変更された場合は、年金から天引きできなくなる場合もあります。

 ・併用徴収（保険料の年額のうち、一部を特別徴収により納付する。）の方を含みます。

本庄市介護保険料の収納状況

令和４年度　介護保険料　調定額及び収納額（令和５年５月３１日現在）

（単位：円）

現年度分 調定額 決算額 還付未済額 不納欠損額 収納未済額 収納率

 特別徴収 1,235,146,590 1,236,766,990 1,028,540 0 -1,620,400 100.1%

 普通徴収 135,320,130 122,472,280 150,080 0 12,847,850 90.5%

  合　　　計 1,370,466,720 1,359,239,270 1,178,620 0 11,227,450 99.2%

過年度分 調定額 決算額 還付未済額 不納欠損額 収納未済額 収納率

 普通徴収 1,296,350 83,910 0 1,179,970 32,470 6.5%

 普通徴収 9,101,057 1,034,360 2,200 6,772,550 1,294,147 11.4%

 普通徴収 12,765,023 3,170,583 20,880 0 9,594,440 24.8%

  合　　　計 23,162,430 4,288,853 23,080 7,952,520 10,921,057 18.5%

介護保険　保険料段階別賦課人員（令和５年３月３１日現在）

 普通徴収

  (納付書)

又は

  (口座振替)

合   　計 構成比率

階層基準
世帯非課税 世帯非課税

 特別徴収
（年金天引）

 ・前年度中に６５歳になられた方や本庄市に転入された方で、上記理由以外の方は、年度後半からは年金天引きとなりますが、年度前半
は普通徴収になります。

第１段階

15.8%

第２段階

7.9%

第３段階

6.6%

第４段階

12.1%

第５段階

14.7%

第６段階

17.5%

第７段階

13.9%

第８段階

6.1%

第９段階

1.8%

第１０段階

1.2%

第１１段階

0.5%

第１２段階

0.7%

第１３段階

1.4%

段階別の構成人数

特別徴収

84.7%

普通徴収

15.3%

納入方法別の人数割合
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令和４年度　介護保険特別会計　決算概要

歳入 （単位：円）

  予 算 現 額   収 入 済 額 執行率 構成比率  備 考

１．介護保険料 1,356,317,000 1,363,528,123 100.5% 21.5%

現年度分 1,349,456,000 1,359,239,270 100.7% 21.4%

滞納繰越分 6,861,000 4,288,853 62.5% 0.1%

２．国庫支出金 1,353,721,000 1,368,251,127 101.1% 21.5%

介護給付費国庫負担金現年度分 1,069,987,000 1,123,370,842 105.0% 17.7%

調整交付金 187,885,000 148,060,000 78.8% 2.3%

地域支援事業交付金 69,849,000 71,735,285 102.7% 1.1%

保険者機能強化推進交付金 12,000,000 12,115,000 101.0% 0.2%

介護保険保険者努力支援交付金 14,000,000 12,970,000 92.6% 0.2%

３．支払基金交付金 1,615,789,000 1,587,482,770 98.2% 25.0%

介護給付費交付金現年度分 1,584,671,000 1,557,649,000 98.3% 24.5%

介護給付費交付金過年度分 3,546,000 3,546,770 100.0% 0.1%

地域支援事業支援交付金 27,572,000 26,287,000 95.3% 0.4%

４．県支出金 875,668,000 926,916,228 105.9% 14.6%

介護給付費県負担金現年度分 837,492,000 887,482,031 106.0% 14.0%

介護給付費県負担金過年度分 0 0 - -

地域支援事業交付金 37,476,000 38,790,967 103.5% 0.6%

介護人材確保支援事業補助金 700,000 643,230 91.9% 0.0%

財政安定化基金交付金 0 0 0.0% 0.0%

５．財産収入 90,000 5,299 5.9% 0.0%

利子 90,000 5,299 5.9% 0.0%

６．繰入金 1,194,569,000 1,077,101,033 90.2% 16.9%

介護給付費繰入金 733,647,000 722,998,423 98.5% 11.3%

職員給与費等繰入金 137,168,000 133,862,549 97.6% 2.1%

事務費繰入金 60,321,000 56,295,316 93.3% 0.9%

低所得者保険料軽減繰入金現年度分 77,004,000 76,230,960 99.0% 1.2%

低所得者保険料軽減繰入金過年度分 2,016,000 2,015,520 100.0% 0.0%

地域支援事業繰入金 37,476,000 35,698,265 95.3% 0.6%

給付準備基金繰入金 146,937,000 50,000,000 34.0% 0.8%

７．繰越金 31,281,000 31,280,073 100.0% 0.5%

繰越金 31,281,000 31,280,073 100.0% 0.5%

８．諸収入 133,000 196,115 147.5% 0.0%

延滞金・加算金及び過料 101,000 10,900 10.8% 0.0%

雑入 32,000 185,215 578.8% 0.0%

6,427,568,000 6,354,760,768 98.9% 100.0%

項　　　　　　目

  合　　 　　 　計

介護保険料

21.5%

国庫支出金

21.5%

支払基金交

付金

25.0%

県支出金

14.6%

繰入金

16.9%

繰越金

0.5%

諸収入等

0.0%歳　入

介護保険料

23.0%

国庫負担金

25.0%

支払基金交

付金

27.0%

県支出金

12.5%

市負担金

12.5%

保険給付費の財源の内訳

＊在宅の場合の内訳
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歳出 （単位：円）

予算現額 支出済額 執行率 構成比率 備考

１．総務費 198,219,000 190,986,334 96.4% 3.0%

一般管理費 148,536,000 144,664,955 97.4% 2.3%

徴収費 3,041,000 2,574,802 84.7% 0.0%

介護認定審査調査費 46,293,000 43,464,977 93.9% 0.7%

趣旨普及費 349,000 281,600 80.7% 0.0%

２．保険給付費 5,869,159,000 5,783,987,383 98.5% 91.5%

介護サービス等諸費 5,425,183,000 5,403,357,348 99.6% 85.5% （要介護）

介護予防サービス等諸費 65,270,000 58,973,050 90.4% 0.9% （要支援）

高額サービス費 135,828,000 126,553,553 93.2% 2.0%

高額医療合算サービス等費 18,088,000 15,695,507 86.8% 0.2%

審査支払手数料 3,401,000 3,400,200 100.0% 0.1%

特定入所者介護サービス等費 221,389,000 176,007,725 79.5% 2.8%

３．基金積立金 31,370,000 31,285,299 99.7% 0.5%

給付準備基金積立金 31,370,000 31,285,299 99.7% 0.5%

232,436,000 218,875,566 94.2% 3.5%

介護予防･生活支援サービス事業費 96,402,000 90,588,749 94.0% 1.4%

一般介護予防事業費 5,717,000 4,717,736 82.5% 0.1%

包括的支援事業･任意事業費 130,317,000 123,569,081 94.8% 2.0%

５．諸支出金 95,384,000 94,025,158 98.6% 1.5%

償還金 95,384,000 94,025,158 98.6% 1.5%

６．予備費 1,000,000 0 0.0% 0.0%

予備費 1,000,000 0 0.0% 0.0%

6,427,568,000 6,319,159,740 98.3% 100.0%

項　　　　　目

４．地域支援事業

  合　　　　　計

総務費

3.0%

保険給付費

91.5%

地域支援事

業費

3.5%

基金積立金

0.5%

諸支出金

1.5%

歳　出

居宅サービス

38.1%

地域密着サー

ビス

19.6%

施設サービス

30.6%

その他介護

5.1%

介護予防サー

ビス

1.0%

高額

2.2%
高額医療合算

0.3%
特定入所者

3.0%

審査手数料

0.1%

保険給付費の内訳
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令和４年度　介護給付費の状況

（単位：円）

 支出金額 構成比率 　備　　　　　考

01 介護サービス等諸費 5,403,357,348 93.4%

01 居宅介護サービス給付費 2,202,564,945 38.1%

訪問サービス 440,181,292 7.6% 訪問介護、訪問看護等

通所サービス 1,196,200,333 20.7% 通所介護、通所リハビリテーション

短期入所サービス 262,301,799 4.5% ショートステイ

その他単品サービス 303,881,521 5.3% 特定施設、福祉用具貸与等

02 地域密着型サービス給付費 1,132,753,470 19.6%

定期巡回･随時対応型訪問介護看護 39,131,212 0.7%

地域密着型通所介護 171,908,384 3.0%

認知症対応型通所介護　　　 33,253,286 0.6% 認知症デイサービス

（要介護） 小規模多機能型居宅介護 134,794,001 2.3%

認知症対応型共同生活介護 488,818,136 8.4% グループホーム

地域密着型特定施設入居者生活介護 61,917,191 1.1% 地域密着特定施設

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 202,931,260 3.5% 地域密着特養

 03 施設介護サービス給付費 1,772,134,081 30.6%

介護老人福祉施設 1,061,733,925 18.3% 特養

介護老人保健施設 673,903,014 11.7% 老健

介護療養型医療施設 -91,422 -0.0% 療養型

介護医療院 36,588,564 0.6%

04 居宅介護福祉用具購入費 6,875,826 0.1% 福祉用具購入

05 居宅介護住宅改修費 12,384,426 0.2% 手すり、段差、トイレ改修等

06 居宅介護サービス計画給付費 276,644,600 4.8% ケアプラン作成経費

02 介護予防サービス等諸費 58,973,050 1.0%

01 介護予防サービス給付費 40,809,622 0.7% 訪問介護、通所リハビリテーション等

02 介護予防地域密着型サービス給付費 1,039,365 0.0% グループホーム等

 （要支援） 03 介護予防福祉用具購入費 804,398 0.0% 福祉用具購入

04 介護予防住宅改修費 4,160,720 0.1% 手すり、段差、トイレ改修等

05 介護予防サービス計画給付費 12,158,945 0.2% ケアプラン作成経費

03 高額サービス費 126,553,553 2.2%

01 高額介護サービス費等 126,553,553 2.2% 基準額を超えた額を償還払い

04 高額医療合算介護サービス費 15,695,507 0.3%

01 高額医療合算介護サービス費等 15,695,507 0.3% 基準額を超えた額を償還払い

05 審査支払手数料 3,400,200 0.1%

01 審査支払手数料 3,400,200 0.1% 国保連合会に審査事務を委託

176,007,725 3.0%

01 特定入所者介護サービス費等 176,007,725 3.0% 施設利用者の居住費・食費の補填

5,783,987,383 100.0%

　　　　項　　　　　　　　目

06 特定入所者介護サービス費等

　　給　付　費　合　計
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3.0%

0.1%

0.3%

2.2%

1.0%

4.8%

0.2%

0.1%

0.6%

-0.0%

11.7%

18.4%

3.5%

1.1%

8.5%

2.3%

0.6%

3.0%

0.7%

5.3%

4.5%

20.7%

7.6%

-5.0% 0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

特定入所者

審査

高額医療合算

高額

要支援

計画

住宅改修

福祉用具購入

介護医療院

療養型

老健

特養

地域密着特養

地域密着特定施設

グループホーム

小規模多機能

認知症デイサービス

地域密着通所

定期巡回

その他単品

ショートステイ

通所介護等

訪問介護等

介護給付費の構成比率
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令和４年度　地域支援事業費の状況

（単位：円）

 支出金額

90,588,749

79,740,890

10,597,179

250,680

4,717,736

4,717,736

123,569,081

43,542,369

45,992,545

476,809

4,362,341

2,188,039

299,749

3,403,197

22,504,633

799,399

218,875,566

地域包括支援センターと生活支援課で対応した総合相談件数

2,759件

83件

4件

1件

　　　　項　　　　　　　　目 　備　　　　　考

01 介護予防・生活支援サービス事業費

01 介護予防・生活支援サービス事業 介護予防訪問介護、通所介護等

02 介護予防ケアマネジメント事業

03 審査支払事業

02 一般介護予防事業費

01 一般介護予防事業
はにとれ教室、いきいき教室、はにぽんお口の
健康体操等

03 包括的支援事業･任意事業費

01 包括支援センター運営事業
地域包括支援センター業務委託料、運営協議
会

02 高齢者総合相談･権利擁護事業 虐待防止ネットワーク会議等

03 包括的･継続的ケアマネジメント支援事業 地域ケア会議、介護支援専門員団体補助金

04 家族介護支援事業 要介護高齢者に対するおむつの支給等

05 地域生活･住宅改修等支援事業 認知症サポーター養成講座等

06　成年後見利用支援事業 成年後見市長申立等

07 在宅医療・介護連携推進事業 在宅医療推進会議、講演会

08 生活支援体制整備事業 生活支援コーディネーター業務委託料

09 認知症総合支援事業 オレンジカフェ運営業務委託料等

　　事　業　費　合　計

総合相談件数

虐待・権利擁護

成年後見市長申立件数

市長申立

報酬助成件数
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令和４年度　本庄市介護保険給付準備基金の状況

（単位：円）

前年度末現在高 決算年度中増減高

545,849,471 -18,714,701 

決算年度末現在高

527,134,770 
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